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新たな経営⽅針

ミッション

⽇本で⼀番⽀持されるM&A会社を⽬指す

安⼼して相談できるM&A会社であり続ける

ビジョン

相談されたら断らない
お客様のために
リーズナブルな⼿数料

バリュー
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新たな経営⽅針について（2024年10⽉11⽇公表）

中⼩企業庁の「中⼩Ｍ＆Ａ推進計画」に基づくＭ＆Ａ⽀援機関の登録制度の創設、官⺠が連携した⾃主規制団体である
「⼀般社団法⼈Ｍ＆Ａ仲介協会」の創設等、Ｍ＆Ａ業界は進化を求められております。
そのような中、持続的・⻑期的に成⻑し続ける上で、当社が社会に存在する意義を⾒つめ直し、企業活動における役職
員の道しるべとすべく、今般、経営⽅針を改定いたしました。

この経営⽅針のもとで、全社⼀丸となって社会への貢献を続け、
今後の持続的成⻑を確たるものにしてまいります
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2024年10⽉期 決算概要
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24年10⽉期 P/Lサマリー

(ご参考）
修正予想

24/9/12公表
前期⽐

24/10期累計23/10期累計
率額率額（単位：百万円）

652△20.0%-602-752売上⾼
-4.1%69.3%41753.3%401売上原価
-△47.5%30.7%18446.7%351売上総利益
-13.7%33.1%19923.3%175販売費及び

⼀般管理費
17--△1423.4%176営業利益
17--△1422.4%168経常利益
10--△1116.6%125当期純利益

案件引継ぎ完了、⼈員体制強化、⾦融機関経由以外の案件獲得強化を図っており、
24/10期の課題に対しては対策を進め、第４Qから売上⾼は回復傾向

• 退職による⼀時的な案件引継ぎの影響などから進捗に遅れが⽣じ、2024年9⽉12⽇付で通期業績予想
の修正を公表いたしました。

• 第４四半期において成約予定だった３件が来期以降にズレたことにより修正予想に対しても未達とな
りました。
ズレた要因としては、譲渡企業と譲受企業とでＭ＆Ａが成約に⾄るまでで多くの条件調整があり、当
社のＭ＆Ａアドバイザーが課題の解決・調整をはかっていくものですが、当初のスケジュール通りに
進⾏できなかったこと、また想定していなかった情報が検出されたため延期を余儀なくされたことに
よるものです。



24年10⽉期 四半期業績推移（会計期間）

• 売上⾼は新規に採⽤した⼈員の稼働に伴い４Qから増加傾向
• 新規採⽤に伴うコストは増加したものの、売上⾼の増加に伴い４Q会計期間に

おいて営業利益は⿊字化

136

169

97

198

1Q 2Q 3Q 4Q

7 7
-33 3

1Q 2Q 3Q 4Q

売上⾼ （単位百万円） 営業利益 （単位百万円）

⿊字化
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売上原価・販管費の推移

 ⼈員採⽤、成約時の紹介⼿数料増加を受け、費⽤が増加するも４Qから改善傾向

175 199

401
417

23/10期 24/10期

販管費 売上原価

販管費⽐率

24/10期 69.3％23/10期 53.3％

• ⼈員の増加による⼈件費の増加
（アドバイザー数23/10期末27名→24/10期末34名）
• 成約時の紹介⼿数料など、原価増が影響し原価率は16.0pt増

24/10期 33.1％23/10期 23.3％

• 営業体制強化のための採⽤等により、販管費も前期⽐増

4Qは売上⾼回復に伴い原価率は改善傾向

売上原価⽐率

4Q3Q2Q1Q

68.2%81.2%69.1%62.7%

（単位百万円）
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主要KPI 新規アドバイザリー契約数と内訳

 ⾦融機関からの新規アドバイザリー契約を安定的に獲得

152
19610

1970

9953

46

23/10期 24/10期
⾦融機関 ⼠業 事業会社等 直案件

新規アドバイザリー契約数 (件)

※事業会社等：顧問先を有するコンサルティング会社や、多くの取引先を有する企業等です。
※直案件はHPの問合せや、過去の取引先からの依頼によるもの。

新規アドバイザリー契約数
前期⽐ + 75件の内

⾦融機関案件で
+44件

成約確度の⾼い⾦融機関の
新規アドバイザリー契約数

前期⽐ ＋ 44件

全体で
+ 75件

360件

285件



12 41 53 64 9070

137
152 164

178

64

168
196

238

281

146

346

401

466

549

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期

⾦融機関 ⼠業 事業会社等
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主要KPI 将来の売上増につながる⼈員数、累計提携数は順調に増加

 上場による社会的信⽤⼒・認知度の拡⼤
 事業承継の課題解決という社会的ニーズから⼈員数、累計提携数は順調に増加

(⼈)⼈員数 (件)累計提携数

※事業会社等：顧問先を有するコンサルティング会社や、多くの取引先を有する企業等です。

10
17

20
26

34

3

2
3

3

5

13

19

23

29

39

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期

アドバイザー 共有



70

48

68

154

77 

116 
133 

106 

135

177

215
224

136

169

97

198

18

42 45 44

64 62 
71 71 70 73 70 72 69 

92 
106 

93 

6 5 4

16
12

17 15 15 16 16 17

26

13
16

12
16

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

0

20

40

60

80

100

120

売上⾼ 四半期推移

売上⾼（単位：百万円）
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四半期業績・KPIの推移

成約組数（単位：組数）

アドバイザリー契約（単位：件）

アドバイザリー契約・成約組数 四半期推移

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

21/10期 22/10期 23/10期 24/10期
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

21/10期 22/10期 23/10期 24/10期
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

 来期にかけて成約が⾒込めるアドバイザリー契約数が増加、４Qから売上⾼は
増加傾向
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主な施策

北海道地⽅
10件

東北地⽅
18件

中国地⽅
16件

四国地⽅
13件

九州地⽅
18件

近畿地⽅
52件

中部地⽅
71件

提携先数

549件
※2024年10⽉31⽇時点

関東地⽅
351件

⾸都圏以外も
ニーズの⾼い地域を
中⼼に提携先を
拡⼤していく

進捗状況主な施策

前期末から＋83件
成約組数増につながる提携先の拡充を⾏う

⾸都圏中⼼の提携先を全国区に拡⼤

前期末から＋8名
即戦⼒となる⼈材を採⽤中⼩企業のM＆A潜在ニーズが⾼いことから⼈員数を増強



Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 11

24年10⽉期 トピックス⼀覧

上場会社との業務提携による事業基盤のさらなる強化
フューチャーベンチャーキャピタル株式会社
地⽅創⽣ファンドの運⽤を⾏う同社との協働で、事業承継
や地⽅創⽣に関する新たな取り組みを⾏ってまいります。
地⽅創⽣ファンドの育成⽀援・出⼝戦略により、地域貢献
意欲のある企業が地域内Ｍ＆Ａを選択肢にできるよう
EXITサポートに努めます。また、両社が保有する地域⾦
融機関のネットワークを活⽤
し、事業承継や地⽅創⽣の強
化につなげてまいります。
（2024年7⽉17⽇リリース）

株式会社東名
同社の約12万件の光回線顧客及び約4万件の電
⼒⼩売サービスの顧客に対し、当社の事業承継⽀
援サービスを紹介いただきます。後継者問題に悩
む中⼩企業経営者の皆様に事業承継の機会を提供
し、事業継続を⽀援いたします。
（2024年8⽉1⽇リリース）

• 上場による信⽤⼒強化から、上場会社や⾦融機関等との提携が加速

• 幅広い認知獲得のための各種セミナー実施

飲⾷M&Aセミナー開催

10⽉実施のセミナー

当社はM&A会社として、居酒屋やカフェ、ラーメン店、パン屋など、多種多様な業
態の飲⾷店の事業承継に対応しております。そこで培った飲⾷業界に関するM&Aの
実績やノウハウを活かし、「飲⾷M&Aセミナー」を実施しています。
当社が考える飲⾷Ｍ&Aのポイントから、飲⾷M&Aを実現させるまでの経緯など、過
去の事例を⽤いて解説する⼈気オンラインセミナーとなっております。
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中期経営計画
（2025/10期-2028/10期）



中⼩企業の割合 ※2

99.7%

後継者不在の中⼩企業 ※1

52.1%

売上⾼1億円以下の企業 ※3

77.8%

• 中⼩企業経営者の⾼齢化は深刻
• ますます困難化する⼈材確保
• 待ったなしの事業承継

• 投資不⾜で弱者の淘汰が進む
• イノベーションの不在
• 過当競争による消耗戦

• ぜい弱な財務基盤
• 64.8％の企業が⾚字※4

• 年商10〜30百万円、純資産8百万円が中央値※５

事業承継は
喫緊の
課題

ヒトの壁

モノの壁

カネの壁

出典（*1）： ㈱帝国データバンク「全国「後継者不在率」動向調査（2024年）」
出典（*2）：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」
出典（*3）：中⼩企業実態基本調査「令和４年度産業別・従業者規模別表」より推計
出典（*4）：㈱東京商⼯リサーチ2024年６⽉11⽇公表「最新の「⾚字法⼈率」、過去最⼩の64.8％に低下 最⼩は佐賀県、コロナ禍が地域や業種の明暗分ける」
出典（*5）：中⼩企業実態基本調査「令和４年度産業別・従業者規模別表」「令和４年度産業別・売上⾼階級別表」より推計
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中⼩企業が抱える経営問題

当社サービスはこの『三つの壁』を⼀緒に乗り越えるサービスを提供

中⼩企業の成⻑を阻む『三つの壁』
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数値⽬標

 中⼩企業が抱える経営課題の解決を「安⼼して相談できるＭ＆Ａ会社」となることで事業
拡⼤を図る

売上⾼

当期純利益

営業利益

成約件数

63億円

31億円

22億円

600件

アドバイザリー
契約数 1,800件

28/10期24/10期

6億円

-0.1億円

-0.1億円

57件

360件

なお、売上⾼⽬標63億円はオーガニックによる成⻑によるものです。
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中計⽬標数値 売上⾼63億円達成に向けて

 平均成約単価はほぼ横ばいを想定、売上⾼必達には成約組数の増加が重要
今後４年間でアドバイザー数を34名※から28/10期には150名体制を⽬指す

売上⾼
63億円

成約件数
600件

平均成約単価
1千万円

採⽤体制の強化によりアドバイザー数を増加、且つ成約⼒の強化を図る

平均成約単価はほぼ横ばいに推移

15

2028年⽬標2025年
計画2024年2023年2022年2021年

6,300,000990,770602,292752,874434,298342,083売上⾼
(千円）

60010257755931成約組数

〜1504434262017アドバイザー
（⼈）

〜42.31.72.93.01.8
アドバイザー
数⼀⼈当たり
の成約件数

(件）

10,5009,0009,5038,9776,3309,467平均成約単価
（千円）

採⽤体制を強化し、以下の施策を実⾏中、⾜元に
おいて順調に採⽤ができている状況。

1

2

1 アドバイザーは毎期10〜30名純増を計画

• 継続的な⼈材採⽤のため、採⽤専任者の獲得
• 採⽤チャネルの増加
• ブランディング⼒の強化

2 成約⼒の強化
組織⼒強化、受託⼒強化、成約⼒の強化を⾏い、
成約組数の増加を図る。
（詳細については次ページ参照）

※24年10⽉末時点



24/10期の課題

新規提携先の開拓拡充
経営課題である事業承継に取り組むため、全国
各地における提携先の開拓を⾏う。

既存提携先との連携強化
⾦融機関、⼠業および事業会社から安定的にご紹
介をいただける提携先の開拓を⾏い、より強固な
関係構築を⽬指す。

直接受託案件の獲得強化
直案件獲得を狙うため、社内に専⾨部署を設置し、
セミナー開催の企画や社内サイトの運営強化を
図る。

成約⼒強化
業務プロセス管理の強化
成約率向上、アドバイザリー契約締結から成約に
⾄るまでの期間を短縮するため、業務プロセスの
管理を徹底する。

買い⼿データベースの充実
これまで探索した買い⼿を蓄積管理することで、
今後の売り案件とのマッチング活動を効率良く
進めるためにデータベースの拡充を図る。

探索⼒強化
HP上にノンネーム情報の案件を掲載し、譲受
企業候補からの問い合わせを増やす。

受託⼒強化
優秀な⼈材獲得の強化
即戦略採⽤に向けた専⾨部署を設置し、優秀な⼈
材の獲得強化を図る。また、⼈事制度の充実に向
けた対応を⾏う。

⼈材育成の強化
経験豊富な従業員と経験の浅い従業員がチームと
なり、OJTによる育成を継続しつつ、専⾨的知識
を⾝につけるため、資格取得のサポートを実施す
る。

ナレッジの蓄積・強化
ナレッジを蓄積し、組織全体の成⻑につなげて運⽤
できる仕組みを構築し、業務レベルの向上を図る。

組織⼒強化

Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 16

重要施策① 既存領域の強化

 24/10期の課題を解決し、中計⽬標数値達成のための基盤を整備し、成約⼒強化
を図る

⼀時的な退職に伴う案件の
引継ぎ等で、案件進捗に遅れ 紹介案件増加に伴う原価圧迫 成約精度を⾼める仕組みを構築

成約組数の増加



• ⼩規模企業のM&Aニーズに対応
するため、プラットフォームを
活⽤したスモールM&A事業を推
進する。

• AI活⽤により徹底した業務効率
向上を⾏い、より多くの⼩規模
案件を成約できる仕組みを構築
する。

• 事業拡⼤を⽬指す企業、ポテン
シャルのある新興企業をサポー
トするために、成⻑企業⽀援事
業を⾏う。

• 投資家とベンチャー企業の橋渡
しも含めたIPO志向企業・TPM
志向企業・成⻑が期待できる企
業のサポートを⾏う。

• 事業承継・地⽅創⽣の推進施策
として地⽅創⽣ファンド創設や
地域内の優良企業と事業承継が
必要な企業とのM&Aを推進する。

• また地⽅創⽣ファンド以外にも
社会貢献に資する様々なファン
ド事業にトライする。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

重要施策② 次の収益の柱となる新規事業を推進

※ 新規事業に関する費⽤発⽣は26/10期以降を⾒込んでいます。中期経営計画の業績予想にはこれら新規事業の業績貢献は⾒込んでおりません。

26/10期〜 本格的な事業化フェーズへ

システム設計の
検討に着⼿ 段階的に実⾏中 地⽅創⽣ファンド

24/10期時点

プラットフォーム事業 成⻑企業⽀援事業 ファンド事業

17



アドバイザリー契約数

1,800件28/10期
⽬標

成約組数

600組28/10期
⽬標

提携先数

提携先の
拡充を企図

直接獲得案件

直接案件獲得の
推進

アドバイザーの増加と
質の向上

毎⽉安定した
⼈員の増加とその質の

向上

成約率
成約期間

成約率の向上
成約期間の適正な範囲

での短縮

労働⽣産性

営業⼀⼈当たり売上⾼

Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 18

主要経営指標（KPI）



リーズナブルな⼿数料

業務内容説明＋報告

譲渡後の成功を⽬指す

買い⼿信⽤調査の徹底

経営者保証の切替

Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 19

品質管理の徹底

 当社では、「安⼼して相談できるM&A会社であり続ける」という経営理念に
基づき、中⼩M&Aガイドライン第３版を遵守し、更に品質管理を徹底

⼿数料を低く抑え、わかりやすく開⽰し、安⼼して相談で
きる環境を作る。

提供業務を具体的に説明し、週次報告にて確認をいただけ
る仕組を構築する。

譲渡企業（従業員や取引先を含む）のことを優先し、譲渡
後の事業の発展を⽬指す。

不適切な譲り受け企業を紹介するリスクを撲滅するため、
「買い⼿信⽤調査」を徹底する。

株式譲渡前に最終契約におけるリスクを説明するとともに、
経営者保証が切り替わるように、事前・事後の対応を⾏う。

１

２

３

４

５



• ⽇本で⼀番⽀持されるM&A会社を⽬指す
• 28/10期において成約件数 600件を⽬標

東京証券取引所
プライム上場を⽬指す

• 企業価値および信⽤⼒の更なる向上
• 多くの⽅々に信頼され、頼りにされる

企業になる

• 常に成⻑し、チャレンジし続ける
企業になる

• 1⼈1⼈が⽬標を持ち、夢を実現できる
企業になる

Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 20

中期経営計画の定性⽬標

成約件数
⽇本⼀を⽬指す

働きがいのある
企業になる
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2025年10⽉期 業績予想
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25年10⽉期 通期業績予想

前期⽐
25/10期予想24/10期

率額率額（単位：百万円）

64.5%-990-602売上⾼

-12.0%118-△14営業利益

-12.0%118-△14経常利益

-7.7%76-△11当期純利益

--51.07-△7.78１株当たり
当期純利益（円）

• 売上⾼は前期⽐+64.5%と⼤幅増収を⾒込む、⼈員採⽤が進み、稼働できるメンバーが増加
• 利益については、直案件獲得を強化するも成約確度の⾼い⾦融機関からのアドバイザリー

契約が多く、原価率は約61%強と⾼い⽔準で推移する⾒込み
販売管理費は採⽤費と株式報酬費⽤等のコスト増が発⽣するも販管費率は圧縮となり、営
業利益率12％台を⾒込む



602

990

24/10期 25/10期予想

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

売上⾼増加の前提条件

 売上⾼増加につながる⼈員数、累計提携数、アドバイザリー契約数
いずれも期初において過去最⾼数値からスタート

 セミナー開催を中⼼にプロモーション強化を図る

期初アドバイザー数が⼤
幅に増加

過去最⾼の
アドバイザリー契約数
360件からスタート

累計提携数が
前期から⼤幅UPの549件

アドバイザー数

提携数

アドバイザリー
契約数

24/10期期初
26名

（単位：百万円）

売上⾼
増減率

+64.5％

過去
最⾼

前期⽐

+8名25/10期期初

34名

前期⽐

+83件

23
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通期業績推移（売上⾼・営業利益）

売上⾼ （単位：百万円） 営業利益 （単位：百万円）

342
434

752
602

990

21/10期 22/10期 23/10期 24/10期 25/10期
予想

38 
60

176

△ 14

118

21/10期 22/10期 23/10期 24/10期 25/10期
予想

• 体制を再構築し、25/10期から売上⾼の急拡⼤を⽬指す
• 2024年10⽉期は売上が来期にずれたことで販管費を吸収できず⾚字となったもの

の、2025年10⽉期は収益回復を⾒込む



25

前回(2023/12/14)
「事業計画および成⻑可能性に関する事項」
の成⻑戦略に対する進捗状況
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3つの成⻑戦略により⻑期的な成⻑を実現

現 在

経営基盤の強化

エリアの拡充

サービスの拡充

⻑ 期

⼈材の採⽤・育成、提携先の獲得・深耕、関連する事業への進出を軸とする戦略により、経営基盤の強化、エリアの拡充、
サービスの拡充を実施し、⻑期的な成⻑を実現していきます。

関連する事業への進出
新たな分野への専⾨的な⼈材の獲得・ナレッジの
共有による成⻑

提携先の獲得・深耕
関東圏から全国へ拡⼤することによる成⻑

⼈材の採⽤・育成
適切な採⽤・育成の実施、Ｍ＆Ａ実践の積み上げ

短 期
〜３年

中 期
〜５年

売上⾼

時間軸
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3つの成⻑戦略：①⼈材の採⽤・育成

⼈材の採⽤・育成は当社の最も基礎的な成⻑の源泉ととらえ、業界未経験でもポテンシャルの⾼い⼈材を確保し、経験者が
伴⾛しながらM&A実践に必要な知識や経験を短期間で習得できる育成体制を整えています。

10

17
20

26

34

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期

採⽤
業界が未経験でもフットワークが軽く、熱意と会計知識
を持つポテンシャルの⾼い⼈材を採⽤しています。
Ｍ＆Ａに興味を抱く求職者は多く、当社の規模拡⼤に伴
い、採⽤を⾏い育成に⼒を⼊れております。

育成
当社のＭ＆Ａアドバイザーの場合、中⼩企業に対するＭ
＆Ａアドバイザリーサービスの提供に必要な業務を⼀気
通貫で担当することで、中⼩企業のＭ＆Ａに必要な知識
及び経験の早期習得及び効率的なＭ＆Ａアドバイザリー
サービスの提供を可能としております。未経験者であっ
ても、半年から１年程度で成約実績を積むことが可能で
あり、⼈材の育成及び教育の観点でも早期の戦⼒化に寄
与しております。

⼈材の採⽤・育成は当社の最も基礎的な成⻑の源泉ととらえ、業界未経験でもポテンシャルの⾼い⼈材を確保し、経験者が
伴⾛しながらM&A実践に必要な知識や経験を短期間で習得できる育成体制を整えています。

Ｍ＆Ａアドバイザー⼈員推移（⼈）

24/10期は採⽤活動の継続により、M&Aアドバイザー⼈員は前期⽐＋８⼈。
退職に伴う⼀時的な遅れはあったものの、アドバイザーの育成・教育に努め早期に戦⼒化
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3つの成⻑戦略：②提携先の獲得・深耕

12 41 53 64 9070

137
152 164

178

64

168
196

238

281

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期

M&Aの啓発
規模や収益の⼩さい企業は事業承継ができない、と
いう先⼊観を払拭するために、事業規模に関わらず
事業承継ができる成約事例の啓蒙活動を推進してい
ます。具体的には、⽇本が抱える事業承継の課題や
事業承継の端緒の掴み⽅等を解説するセミナーを提
携先に向けて実施しています。

提携先との意⾒交換
提携先に対する定期的なミーティングの実施、紹介
案件の進捗報告等を⾏い、提携先との関係深耕に向
けた対応を⾏います。

事業会社

⼠業

⾦融機関

新規提携先の拡充
⾸都圏から全国へとフォーカスを広げ、提携先の拡
充を進めます。地⽅での事業承継は都市部より深刻
であり事業承継ニーズが⾼いため、積極的な提携先
の獲得を⽬指します。
当社の提携先は関東地⽅が⼤部分を占めており、新
たな都市での提携数を増やすことで、更なる案件獲
得が⾒込めます。

提携先の獲得・深耕は当社が継続的に売上を成⻑させるための源泉ととらえており、獲得エリアを全国へ広げるとともに、
提携先へのセミナーや意⾒交換を活発に⾏い、提携先のM&Aを推進する基盤や体制を構築しています。

累計提携先数の推移 (件)

146

346

401

467

549

優良案件確保のため、⾦融機関を中⼼とした提携先を積極的に獲得。
⾦融機関経由の案件は当社のメイン顧客である中⼩企業も多く、アドバイザリー契約の増加に寄与
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3つの成⻑戦略：③サービス拡充の可能性

PMIの実施

PMIは、Ｍ＆Ａ実⾏後に当初想定したシナジー効果の計
画を実現させる重要なプロセスです。
Ｍ＆Ａ実⾏までだけでなく、Ｍ＆Ａ実⾏後にサポートを
⾏い、シナジーが実感できるよう、コンサルティング業
務を推進していきます。

成⻑企業⽀援
（ハンズオン⽀援）
後継者が決まっていても、経営のノウハウが不⾜して
いる場合や、事業拡⼤を⽬指す企業やポテンシャルのあ
る企業の経営課題の改善を⾏い、数年後のＭ＆Ａや上場
を⽬指すためのサポートを⾏っていきます。

プラットフォーム事業
（インターネットでのＭ＆Ａマッチングサイト）
より多くの事業承継案件をパブリックに発信することで
譲受企業の発⾒や複数の候補から選択が可能となり、
依頼者のニーズに合った事業承継が実現できます。
上場時に調達した資⾦によって、開発を⾏う予定です。

ファンド事業
（事業承継ファンドの創設）
事業承継においては、オーナーの⻑期⼊院や急逝に
よって、検討期間を設けることができずに廃業や売却を
余儀なくされるケースへの対応。地⽅創⽣の推進施策と
しての地域内のマッチングを推進。
１社でも多く地域企業の事業承継を⾏うことで、地⽅創
⽣に貢献します。

「⼈材の採⽤・育成」「提携先の獲得・深耕」の成⻑戦略を⼟台に、M&Aアドバイザリー事業のノウハウを活かしてM&A
に付随する下記サービスの収益化を⽬指しています。

「⼈材の採⽤・育成」「提携先の獲得・深耕」を優先に対応。その後に上記サービスの拡充予定
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投資計画

実施予定時期
資⾦使途 28/10期27/10期26/10期

（※１）
25/10期24/10期

12,465千円34,000千円34,000千円34,000千円34,000千円計画今後の事業拡⼤に必要な
営業部⾨及び管理部⾨の⼈材の

採⽤費及び⼈件費
⼈材

−−−−34,000千円
（※２）実績

以降の設備投資
は⼿元資⾦にて
実施する計画

9,078千円30,000千円30,000千円30,000千円計画
今後の事業拡⼤に伴う
新規拠点の設⽴費⽤

設備
資⾦

−−−未実施につき
繰越実績

以降のIT投資は⼿元資⾦にて
実施する計画

40,000千円3,000千円2,000千円計画当社HP上でＭ＆Ａ情報を
配信するためのシステム構築

セキュリティ対策費⽤
IT

ーー未実施につき
繰越実績

2023年10⽉24⽇のIPOにより292百万円の資⾦調達を実施。業容拡⼤のため、以下の資⾦使途に充当予定。

※１．26/10期以降の投資計画について、中期経営計画の開⽰に合わせて28/10期までの期間を記載しておりますが、当初の投資計画から変更
はありません。

※２．24/10期に新たに発⽣しました採⽤費及び⼈件費は65,216千円になります。その内、34,000千円を調達資⾦による充当、31,216千円は
⼿元資⾦による充当をしております。

※３．残額が⽣じた場合には、将来における事業拡⼤のための運転資⾦に充当する⽅針です。
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競争⼒の源泉
主なリスク情報
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※ ご契約にあたって、企業規模や財務内容以外で⼀定の審査を設けており、審査の結果ご契約ができない可能性があります。

安⼼して相談できるM&A会社であり続ける

当社は創業以来「相談されたら断らない」「お客様のために」という⽅針を掲げ
“規模が⼩さいから” “⾚字企業だから”といって断ることはいたしません。
世の中でＭ＆Ａを必要としている全ての事業者に対し、Ｍ＆Ａの依頼を容易にし、
１社でも多く企業が抱える事業承継等の経営課題に取り組んでまいります。



ジャパンＭ＆Ａソリューション株式会社会社名

東京都千代⽥区麹町三丁⽬３番８号 麹町センタープレイス７階所在地

39名従業員

258百万円資本⾦

2019年11⽉１⽇設⽴⽇

Ｍ＆Ａアドバイザリーサービス事業内容

代表取締役社⻑ 三橋 透役員構成

取締役 管理管掌 河合 寿⼠

独⽴社外取締役 今﨑 恭⽣

独⽴社外取締役 ⼤⼭ 亨

常勤監査役 五⼗嵐 敬喜

監査役 阿部 慎史

監査役 酒井 奈緒
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会社概要

2024年10⽉31⽇現在
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⽇本のM&A市場の特徴①：中⼩企業への参⼊障壁が⾼い

⽇本の企業数出典：総務省統計局 令和３年経済センサス-活動調査産業横断的集計「事業所に関する集計・企業等に関する集計」結果の要約
加⼯⽅法：中⼩企業庁「中⼩企業の企業数・事業所数」（2016年）の⽐率を⽤いて企業規模別の社数を算出
2014年及び2018年の事業承継実績件数は、中⼩企業庁「2021年版中⼩企業⽩書」

⽇本のM&A市場は、⼤企業だけでなく事業承継や必要な資源を持つ中⼩企業においても潜在的なニーズが⾼く、2029年に
は事業承継⽬標60,000件を⾒込みます。⼀⽅で、 ⽇本の99%以上を占めると推計される中⼩企業・⼩規模事業者のM&Aは、
成約時の報酬単価が低く、アドバイザーが積極的に参⼊しにくい現状となっています。

5〜10億円

10億円〜

2,285件
2014年

3,850件
2018年

事業承継実績

54万社

1万社

・潜在的な事業承継ニーズが多いにも関わらず、
M&Aを取扱う各社が基準とする報酬と、譲渡企
業オーナーが⽀払える⾦額との乖離が相当あり
需要に対して、参⼊する対応者が不在であった。
・既存のプレイヤーは、成約時の単価が低下す
る要因になるため参⼊障壁が⾼い。
・⼩規模な組織は、成約時の⼿数料に⽐し⼈件
費が過⼤になるため積極的に参⼊できない。

中⼩企業のM&A案件への参⼊障壁は⾼い

5億円以下

⽇本の企業数

想定譲渡⾦額

対応者

中⼩企業庁の
事業承継⽬標

証券会社・⼤⼿⾦融グループ監査法⼈系FAS

⼤⼿⾦融グループ・⼤⼿仲介会社

312万社
中⼩企業

当社・事業引継ぎ⽀援センター

60,000件
2029年頃

中⼩企業庁の
事業承継⽬標
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⽇本のM&A市場の特徴②：潜在的な事業承継ニーズは60万社

後継者有
118万者

2019年12⽉に中⼩企業庁が発表した「第三者承継⽀援総合パッケージ」の中では、2025年までに、70歳以上となる後継者
未定の中⼩企業約127万社のうち、約60万社が後継者未定で⿊字廃業の可能性があると⾔われており、事業承継の必要性が⾼
まっております。

また、⿊字廃業の可能性のある中⼩企業の技術・雇⽤等の経営資源を次世代の意欲ある経営者に承継・集約することを⽬的
に2019年12⽉に中⼩企業庁が発表した「第三者承継⽀援総合パッケージ」の中では、中⼩企業のＭ＆Ａが年間4,000件弱に留
まっているのを10年間で60万社の第三者に承継させる⽬標を掲げております。

70歳以上の企業

245万社

後継者不在企業

127万社

⿊字企業 60万社

・中⼩企業庁は今後10年間で
年6万社ペースの承継⽬標

・事業者の参⼊障壁の⾼さから
需要が⼤きく上回る

後継者不在企業

127万社

出展：経済産業省 第三者承継⽀援総合パッケージ



Ⓒ Japan M&A Solution Inc. 37

⽇本のM&A市場の特徴③：中⼩企業案件の競争は少ない

企業規模

譲渡価格

低

⾼

⼩ ⼤

マッチング
サイト

⼤⼿銀⾏
証券
監査法⼈系FAS

⼤⼿M&A仲介会社

特徴譲渡価格
（最低成約⼿数料）企業規模

⼤⼿上場企業が買収
者となるようなM&A
が中⼼。
案件獲得への競争が
⾼い。

⾼
(2,000万円以上)⼤

中⼩企業の事業承継
が中⼼。潜在的に対
象企業が豊富なため、
案件に対する競争が
少ない。

中
(500万円以上)中⼩

個⼈・⼩規模事業者
が、⾃⼰責任での売
買となる。譲渡実績
は多いが、トラブル
になる可能性が⾼い。

低
(譲渡企業は0円から)⼩

⽇本では事業承継を必要としている多くの中⼩企業がありますが、会社の規模や財務内容等の理由から同業他社が取扱う
ことが困難な案件でも、案件単価に左右されず、数多くの案件に対応する仕組みのある当社は、⽇本の事業承継問題の解決
に貢献していきます。

M&A市場 競合状況
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⽇本のM&A市場の特徴④：M&A業者は少⼈数組織

Ｍ＆Ａを実施する事業者としては、Ｍ＆Ａ⽀援機関登録数の2758件の事業者が該当しますが、10名以下の⼩規模な事業者
が９割以上を占めております。

⼀般的なＭ＆Ａ業務の報酬体系の特徴として、成約してはじめて報酬が得られること、また、成約までに⻑期間を要するこ
とが挙げられます。そのため、成約しても報酬が⼩さい案件は対象とされにくく、⼀定の成約報酬を得られる案件に集中する
傾向があります。

特に、少⼈数で構成させるＭ＆Ａ事業者は成約実績を積み上げにくいことから、成約までに要する⼈件費等のコストを上回
る収益を少ない成約実績で確保する必要があるため、成約報酬の⼤きい案件に注⼒するものと考えております。また、⼀定規
模のＭ＆Ａ業者においては、成約時の単価上昇による売上増・効率性の向上をＫＰＩとしていることが多いため、中⼩企業の
事業承継ニーズには対応しにくいと考えております。

M&A⽀援機関に登録している、従事者数

~9

10~19

20~49

50~99

100~ 6

8

30

94

2,619

出典：中⼩企業庁 M&A⽀援機関登録制度に係る登録フィナンシャル・アドバイザー及び仲介業者の公表(令和6年度10⽉28⽇))について

(⼈)
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ビジネスモデル①：案件獲得の基盤構築

⽉額報酬

Ｍ＆Ａの案件の継続的な獲得が当社の継続的な拡⼤に必要であるため、当社は⾦融機関である地⽅銀⾏・信⽤⾦庫や証券会
社、税理⼠・会計事務所等と提携関係を構築しております。提携を進めることにより、安定的かつ継続的にご依頼者の紹介及
び新規アドバイザリー契約の獲得ができるようになります。

DM・電話・訪問による新規営業

当社へ対応依頼提携先への相談

提携先への相談

提携先の課題
・⾃社内のリソース及びノウハウに限りがある。

ご依頼者 提携先 Ｍ＆Ａ業者

Ｍ＆Ａ業者Ｍ＆Ａ検討先
⼀般的なＭ＆Ａ業者の案件獲得プロセス

⾦融機関

⼠業等

当社の案件獲得プロセス
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ビジネスモデル②：時間と⼈員コストを効率化した案件獲得が強み

基
本
合
意
契
約

DD

の
サ
ポ
ー
ト

譲
渡
契
約
書

取
引
の
実
⾏

事
業
承
継
の
相
談

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
契
約

事
業
承
継
の
検
討

ト
ッ
プ
⾯
談

条
件
調
整

買
収
候
補
先
の
打
診

案件獲得期間

⼀般的に、数か⽉間以上の多くの時間と労⼒をかけてＭ＆Ａニーズの発掘を⾏うのに対して、当社は提携先から効率的かつ
安定的にＭ＆Ａニーズを有するご依頼者の紹介を受けております。

M&A成約までの⼀般的なスケジュール

⽉額報酬
提携先との分業により
ニーズの強い案件を

短期間で受託

0ヶ⽉

成約
報酬

⼀般的な
M&A業者 数ヶ⽉~数年 着⼿⾦ 中間⾦ 成約

報酬
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ビジネスモデル③：⾦融機関を中⼼とする提携先との関係

当社は、安定的かつ継続的にご依頼者の紹介を受け、新規アドバイザリー契約を獲得しております。特に、中⼩企業を顧客
として多く有する⾦融機関は、中⼩企業のオーナーから事業承継に関する相談相⼿として選ばれる傾向にあります。

しかし、⾦融機関を含む提携先の多くは、⾃社内のリソース及びノウハウに限りがあり、相談への対応が困難となっており
ます。主に中⼩企業に対しＭ＆Ａアドバイザリーサービスの提供を⾏っている当社の経営⽅針と、提携先の抱える課題が⼀致
したことにより、提携先から当社に対して事業承継の希望を有する中⼩企業を紹介されております。当社は提携先と良好な提
携関係を築くことで、安定的な譲渡希望候補者の紹介を受けることが可能な体制を構築しております。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

⾦融機関
専⾨仲介機関

⾃社
公認会計⼠、税理⼠等

取引先等
同業他社

事業引継ぎ⽀援センター
商⼯会議所・商⼯会

オンラインマッチングサイト
その他

19.7%

出展:（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業の財務・経営及び事業承継に関するアンケート」（2020年11⽉）

M&A実施意向のある中⼩企業の事業承継に関する相談先

※複数回答可

59.9%
42.9%

32.7%

10.9%

12.2%

14.3%

9.5%

2.7%

2.0% （n=147）

12 41 53 64 9070

137 152 164
178

64

168
196

238

281

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期

事業会社

⼠業

⾦融機関

提 携 先 の 累 計 獲 得 状 況
(件)
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ビジネスモデル④：売上の構成

売上の構成

報酬体系請求時期

成約時⼿数料（レーマン⽅式）は取引⾦額に料率を乗じ
た⾦額
譲渡企業：最低成約報酬500万円
譲受企業：最低成約報酬1000万円

クロージング時

報酬⽐率報酬基準額（消費税別）

5.0％５億円以下

4.0％５億円超 10億円以下
3.0％10億円超 50億円以下
2.0％50億円超 100億円以下
1.0％100億円超

報酬体系請求時期

・企業概要資料作成
・デューデリジェンスサポート
・契約書作成サポート
・買収候補のリストアップ・打診
・買収候補者との条件調整 等

毎⽉

当社のＭ＆Ａアドバイザリーサービスの報酬体系は、譲渡希望企業と譲受希望企業の間で譲渡成⽴時に受領する成約報酬と
アドバイザリー契約に基づき譲渡希望企業から受領する⽉額報酬から構成されております。

成約報酬は業務の完了に伴い、報酬を受領いたします。この際、仲介業務を⾏った場合、譲渡側と譲受側の双⽅より報酬を
受領します。⽉額報酬は、アドバイザリー契約の役務提供の対価として⽉々の報酬を受領しており、件数を増やすことで安定
した収益基盤を構築しています。

また⽉額報酬を受領することによって、ご依頼者としては、毎⽉の成果を要求し、弊社担当者は成果を出すため案件をしっ
かり取り組む報酬体系です。

＋

・成約報酬×成約組数の積上げ

・⽉額報酬×契約件数の積上げ
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ビジネスモデル⑤：案件の進捗体制の特徴・優位性

当社の推進体制競合の状況主な差別化ポイント

時間とコストを要するＭ＆Ａニーズの発掘は⾏わず、
提携先からご依頼者の紹介を受けることで、効率的
且つ安定的な案件獲得が可能な体制である。

ターゲットとする企業へ電話・メール・
DM等でアプローチを⾏う。案件の獲得⽅法

案件毎の担当制とし、原則として２⼈１組で相談か
らクロージングまでの業務を⼀気通貫で担当。

Ｍ＆Ａニーズの発掘やアドバイザリー契
約締結を⾏う部⾨・譲渡契約書作成やク
ロージングを担う部⾨等、各フェーズに
応じて担当部署を変更する分業制。

案件の関わり⽅

経験者だけではなく、未経験者も採⽤する。
未経験者と経験者と組み合わせ、必要な業務を⼀気
通貫で担当することで中⼩企業のＭ＆Ａに必要な知
識及び経験の早期習得が可能である。
未経験者であっても半年から１年程度で成約実績を
積むことができ、未経験者の早期の戦⼒化が可能な
体制である。

会計及び法律等の⾼い専⾨性を有する⼈
材が集約。⼈材の特徴

中⼩企業に対しＭ＆Ａアドバイザリーサービスの提
供を⾏い、年に４組/各チーム（2024年10⽉期 成約
実績57組・13チーム）程度の成約がある。

当社に⽐し、成約案件の単価が⾼い。成約案件の特徴

当社は、主に中⼩企業に対するＭ＆Ａアドバイザリーサービスを提供しており、案件の獲得⽅法や⼈材の採⽤・育成等にお
いて、以下の特徴があります。
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主なリスク情報

※その他詳細については、有価証券届出書「第⼆部 企業情報 第2事業の状況 3事業等のリスク」に記載しております。

当該リスクへの対応策影響度時期発⽣可能性リスクシナリオリスク項⽬

当社は競合他社と差別化できる⾼品質のサービスを展開す
るために、優秀な⼈材を確保し、ノウハウの蓄積や共有な
どＭ＆Ａアドバイザーの教育研修の実施・充実に努めてお
ります。また、当社は、中⼩企業と関係性を有する全国の
会計事務所・税理⼠事務所などの⼠業や⾦融機関と提携す
ることで安定的な案件確保体制を構築しております。

中未定⾼

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業は、⾏政等からの許認可等が
存在しないため、参⼊障壁は⽐較的低い事業であると考
えております。そのため、当社のような主に中⼩企業を
ターゲットとしたМ＆Ａアドバイザリー事業を展開する
事業者は、⼤⼿事業者のみならず、多数の⼩規模事業者
及び個⼈事業者(主に会計⼠や弁護⼠、コンサルタント
等)が存在しており、今後も新規参⼊や競合事業者間で
の競争が激化することが容易に想定される。

同業他社
との競合

継続した採⽤活動による⼈材の確保、社内研修の
体制強化を進めております。⼤未定中

⼈材を適時確保できない場合や、採⽤後の教育研修の遅
延等の事態が⽣じた場合、また、社外への⼈材の流出を
防⽌できない場合には、提携先及び顧客に対する⼗分な
サービス提供ができないことによる当社の⾵評悪化に伴
う提携先からの紹介件数の減少、提携先からの紹介件数
の減少に伴う新規アドバイザリー契約件数及び成約組数
の減少により、当社の経営成績及び財政状態に影響を及
ぼす可能性があります。

⼈材の確保
及び育成に

ついて

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業において、顧客法⼈から情報を
⼊⼿する際、秘密保持契約等を締結し、顧客に対して守秘
義務を負っております。当社では、顧客法⼈から⼊⼿した
情報が漏洩しないよう、情報の保管管理を徹底するととも
に、役職員に対しても守秘義務に関する教育を⾏う等の施
策を講じております。また、業務を通じて取得した個⼈情
報については、社内規程の整備・教育を通じて情報管理体
制の強化に努めております。

⼤未定低

役職員が情報を悪⽤し、インサイダー取引や情報漏洩が
⾏われた場合には、当社の事業運営への制限や信頼の失
墜等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。また、サイバー攻撃・コンピュータウィルス等によ
る不測の事態等により、守秘義務の対象となる情報が漏
洩した場合、損害賠償請求等の⾦銭補償や信⽤⼒の低下
等により、提携先からの紹介件数の減少、提携先からの
紹介件数の減少に伴う新規アドバイザリー契約件数及び
成約組数の減少により、当社の経営成績及び財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

情報流出

中⻑期的な事業成⻑に向け、当社のM&Aアドバイザリー事業に対するリスクを適切に把握し、各リスクの特性や影響度等
に応じた対応策を図っていきます。
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免責事項及び将来⾒通しに関する注意事項

当資料に記載された内容は、現時点において⼀般的に認識されている経済・社会等の情勢およ
び当社が合理的と判断した経営計画に基づき作成しておりますが、経営環境の変化等の事由に
より、予告なしに変更される可能性があります。

また、今後の当社の経営成績及び財政状態につきましては、市場の動向、新技術の開発及び競
合他社の状況等により、⼤きく変動する可能性があります。

当資料の真実性、正確性または完全性については、現時点で⼊⼿可能な情報に基づき、当社が判
断したものであります。従いまして、これらの内容はリスクや不確実性を含んでおり、将来にお
ける実際の業績は、様々な影響によって⼤きく異なる結果となりうることを、あらかじめご承知
おきください。

次回の「事業計画及び成⻑可能性に関する事項」については、2025年10⽉期の決算発表（2025
年12⽉中旬頃）のタイミングで開⽰を⾏う予定です。


